（別紙様式３－１）

令○　○　○　○　第　　　　　号
令和○○年(20〇〇年)○○月○○日

受注者
様

（発注者）　　　　


工事請負契約書第２５条第６項に基づく請負代金額の変更について（協議）


　令和○○年○○月○○日付け請求のあった工事請負契約書第２５条第６項に基づく請負代金額の変更について、同条第７項の規定に基づき下記のとおり協議します。
　なお、異存がなければ、別添承諾書を返送願います。


記


１　工事名　　　　　○○○○○工事

２　工事場所

３　スライド変更金額　　　　　（増）　　　　　　　　　　　　　　　円
　うち、取引に係わる消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　基　準　日　　　　　　　　　　　令和○○年○○月○○日










ス　ラ　イ　ド　調　書

	工事名
	

	請負代金額
	円（消費税含まず）

	
	円（消費税含む）　

	設計書金額
	円（消費税含まず）

	
	円（消費税含む）　

	工期
	自　　　　　　　年　　月　　日

	
	至　　　　　　　年　　月　　日

	基準日
	　　年　　月　　日

	出来高額（Ｐ０）
	円（税抜き）　

	残工事額（Ｐ１）
	円（税抜き）

	変更残工事額（Ｐ２）
	円（税抜き）












※増額スライド用


賃金等の変動に基づく請負代金額計算書


工事名　　　　　○○○○○工事


	請負代金額（税抜）
	出来高額Ｐ0（税抜）
	Ｐ１
	Ｐ２

	


	
	
	




スライド額（Ｓ）＝（　　　Ｐ２　　－　　Ｐ１　　）　－　　Ｐ１　　×　　１／１００

　　　　　　　　＝（　　　　　 　－　　　 　　）　－　　　 　　×　　１／１００

　　　　　　　　＝　　　　　　　 －　
　
　　　　　　　　＝


（ 但し、Ｐ１＜Ｐ２ ）

　　Ｐ１　：　請負代金額から出来形部分に相応する請負代金額を控除した額
　　Ｐ２　：　変動後（基準日）の賃金等を基礎として算出したＰ１に相当する額　　　

　　　　スライド額
　　　　（税込み）＝　　　Ｓ　　　+　　　Ｓ　　　×　消費税及び地方消費税率
　　　　　　　　　＝


· 算定根拠として「残工事額（P1）計算書」【エクセルシートＡ】、「インフレスライド計算書」【エクセルシートＢ】を添付すること。

※減額スライド用


賃金等の変動に基づく請負代金額計算書


工事名　　　　　○○○○○工事


	請負代金額（税抜）
	出来高額Ｐ0（税抜）
	Ｐ１
	Ｐ２

	


	
	
	





スライド額（Ｓ）＝（　　　Ｐ２　　－　　Ｐ１　　）　＋　　Ｐ１　　×　　１／１００

　　　　　　　　＝（　　　　　 　－　　　 　　）　＋　　　 　　×　　１／１００

　　　　　　　　＝　　　　　　　 ＋　
　
　　　　　　　　＝


（ 但し、Ｐ１＞Ｐ２ ）

　　Ｐ１　：　請負代金額から出来形部分に相応する請負代金額を控除した額
　　Ｐ２　：　変動後（基準日）の賃金等を基礎として算出したＰ１に相当する額　　　



　　　　スライド額
　　　　（税込み）＝　　　Ｓ　　　+　　　Ｓ　　　×　消費税及び地方消費税率
　　　　　　　　　＝


（別　添）


承　　諾　　書



令和○○年○○月○○日付けで協議のありました下記工事の工事請負契約書第２５条第７項によるスライド協議変更額に異存ありませんので、承諾します。


記


１　工事名　　　　　○○○○○工事

２　工事場所

３　スライド変更金額　　　　　（増）　　　　　　　　　　　　　　　円
　うち、取引に係わる消費税及び地方消費税の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　基　準　日　　　　　　　　　　　令和○○年○○月○○日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和○○年○○月○○日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受注者　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(担当者、連絡先電話番号)




（発注者）　　　　　　様　




（別紙様式３－２）

令○　○　○　○　第　　　　　号
令和○○年(20〇〇年)○○月○○日

受注者
様

（発注者）　　　　



工事請負契約書第２５条第６項に基づく請負代金額の変更について（協議）


　令和○○年○○月○○日付け請求のあった工事請負契約書第２５条第６項に基づく請負代金額の変更について、同条第７項の規定に基づき、下記のとおり協議します。


記


１　工事名　　　　○○○○○工事

２　工事場所

３　スライド変更適否　　　　スライドの適用が認められない

４　理　　　　　 由　　　　 スライド額が対象工事費の1％を超えないため










